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巻頭言は、関東東海北陸農業経営研究会会長と
してご尽力頂いている諸岡先生にお願いしまし
た。諸岡先生は国際派で、研究者人生の過半を海
外研究に費やされてきています。前号の編集後記
には経営分野の最近の国際対応を記しましたが、
「異国に学ぶことは日本農業に軸足を置くこと」
「面談し対話を通し営農情報を積み重ねていく」
ことを再度、肝に銘じて進めたいと思います。成
果紹介では、昨年度採択された最新の普及成果で
ある雇用型経営の人材育成、研究成果情報として
病害虫対策の費用対効果評価手法および周年親子
放牧と冬期飼料の外部調達による肉用牛繁殖経営
モデル、学会誌賞を受賞した飼料用米の乾燥調製
と流通費用の低減方策をご紹介しています。
ところで、上記の研究会は昭和29年に磯辺秀俊
東大教授を会長にお迎えして発足し、地域推進会

議経営部会と呼応して運営され、国と公設農試研
究者による研鑽の歩みも会誌107号を数えます。
第１号には会長の「地域の行政官庁の研究、普及
指導関係者、大学・農高の研究者、又特に農村の
農家及びその直接の指導者の方々が集まって現実
の問題を科学的にして而も実践的に研究討議して
それぞれの活動に役立ち、経営の改善、生産力の
向上に資したい」との発言があります。半世紀を
経た現在の地域農研でも、地域農業が抱える課題
への対応を効率的に行えるよう、地域農業研究の
ハブ機能強化に努めているところです。なお、今
号では現地便りには徳島県の高木さんに地域特産
の生産振興と課題、北海道の濱村さんに草地型酪
農の研究課題を寄稿頂きました。公設農試と研究
連携と研鑽を重ねたいと考えています。

　　　　　　　　　　　（金岡正樹）

編集後記
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農研機構の研究組織の所在地図
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